
伴走支援型特別保証制度の
改正について

令和４年２月1日
川崎市信用保証協会



項 目 伴走支援型特別保証制度（略称:伴走特別）

申込人
資格要件

次のいずれかに該当し、かつ経営行動に係る計画（以下「計画」という。）を策定した中小企業者。

経営安定関連4号 経営安定関連5号 一般保証（普通保険・無担保保険）

（1）中小企業信用保険法（以下「保険法」
という。）第2条第5項第4号の規定によ
る認定（新型コロナウイルス感染症に係
るものに限る。）を受けていること(注1)

（2）保険法第2条第5項第5号の規定による
認定（売上高等の減少を要因とするもの
に限る。）を受け、かつ次のいずれかに該
当すること(注1)
①売上高等減少率が15％以上であること
②売上高等減少率が15％未満のものに

あっては、最近1か月間に対応する前年
同月の売上高が令和2年1月29日時点
における直近の決算の月平均売上高等と
比較して15％以上減少していること

（3）次のいずれかに該当すること
（注1)(注2)

①最近1か月間の売上高が前年同月の売
上高と比較して15％以上減少していること

②最近1か月間の売上高が前年同月の売
上高と比較して5％以上減少し、かつ前
年同月の売上高が令和2年1月29日時
点における直近の決算の月平均売上高
等と比較して15％以上減少していること

注1:保険法第３条の３の規定による特別小口保険に係る保証を除く。
注2:保険法第３条の規定による普通保険に係る保証及び同法第3条の2の規定による無担保保険に係る保証（いずれも一般分に限る。）

に限る。

添付書類
要件（1）経営安定関連4号の認定書

要件（2）①:経営安定関連5号の認定書
要件（2）②:経営安定関連5号の認定書

売上高減少要件確認書
（SN5号▲15％未満用）

要件（3）①②:売上高減少要件確認書
(一般保証用）

経営行動計画書 、 経営者保証免除対応を適用する場合は経営者保証免除対応確認書

保証限度額 6,000万円

保証割合 ＳＮ4号:全部保証(100％保証） ＳＮ5号:責任共有対象（80％保証） 一般保証（普通保険・無担保保険）
:責任共有対象（80％保証）

対象資金 経営の安定に必要な事業資金 事業資金

貸付形式 証書貸付又は手形貸付

返済方法 一括又は分割返済

保証期間 10年以内（据置期間5年以内）但し、一括返済の場合は1年以内

1-1.伴走支援型特別保証制度の改正内容
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項 目 伴走支援型特別保証制度（略称:伴走特別）

申込人
資格要件 経営安定関連4号 経営安定関連5号 一般保証（普通保険・無担保保険）

保証料率 借入金額に対し0.85％ （経営者保証免除対応を適用する場合1.05％）
※担保割引・会計参与設置会社の割引は適用しない。

※担保割引・会計参与設置会社の割引は適
用しない。

※条件変更保証料は補助対象外。

保証料補助
0.65％相当の額（経営者保証免除対応を適用する場合は0.85％）を国が補助する。
中小企業者は一律0.2％相当額を負担する。
※条件変更保証料は補助対象外。

担保 必要に応じて徴求することとする。

保証人

原則、法人代表者以外の連帯保証人は徴求しない。
経営者保証免除対応を適用する場合は、法人代表者の連帯保証人を徴求しない。
【経営者保証免除対応】
次の①及び②を満たす場合に、信用保証料率を0.2％上乗せすることにより経営者保証を免除することができる。
①令和2年1月29日時点における直近の決算から経営者保証免除対応確認書記入日時点における直近の決算までのいずれかにおいて資産超過
であること。

②直近の決算における法人と代表者との関係において、法人と経営者の資産・経理が明確に区分されており、法人と経営者の間の資金のやりとり
（役員報酬・賞与、配当、オーナーへの貸付け等）について、社会通念上適切な範囲を超えていない。

1-2.伴走支援型特別保証制度の改正内容
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一般保証の保証料率・保証料補助は、
下図参照。

一般保証（普通保険・無担保保険）の保証料率及び保証料補助

通常料率
（経営者保証免除
対応の適用なし）

経営者保証免除対応を
適用する場合

料率区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保証料率（％） 1.90 1.75 1.55 1.35 1.15 1.00 0.80 0.60 0.45

保証料補助（％） 0.75 0.75 0.70 0.65 0.55 0.50 0.40 0.30 0.25

事業者負担（％） 1.15 1.00 0.85 0.70 0.60 0.50 0.40 0.30 0.20

料率区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保証料率（％） 2.10 1.95 1.75 1.55 1.35 1.20 1.00 0.80 0.65

保証料補助（％） 0.95 0.95 0.90 0.85 0.75 0.70 0.60 0.50 0.45

事業者負担（％） 1.15 1.00 0.85 0.70 0.60 0.50 0.40 0.30 0.20



2.伴走支援型特別保証制度改正内容の新旧比較表

項 目 改正前（旧） 改正後（新）

申込人
資格要件

次のいずれかの認定を受け、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者
・ＳＮ4号（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）
・ＳＮ5号（売上高等減少率が15％以上のものに限る）
・危機関連（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）

※いずれも特別小口保険に係る保証を除く
※危機関連の場合でも、危機関連保証制度要綱を適用しない

次のいずれかに該当し、かつ経営行動に係る計画を策定した中小企業者
(1)ＳＮ4号の認定を受けているもの（新型コロナウイルス感染症に係るものに限る）
(2)ＳＮ5号の認定を受け（売上高等の減少要件以外を除く）、かつ次のいずれ

かに該当すること。
①売上高等減少率が15％以上であること
②売上高等減少率が15％未満のものにあっては、最近１か月間に対応する前年

同月の売上高が令和2年1月29日時点における直近の決算の月平均売上高
等と比較して15％以上減少していること

(3)一般保証であって、かつ次のいずれかに該当すること。
①最近1か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して15％以上減少している

こと
②最近1か月間の売上高が前年同月の売上高と比較して5％以上減少し、かつ前

年同月の売上高が令和2年1月29日時点における直近の決算の月平均売上高
等と比較して15％以上減少していること

※(1)(2)(3)ともに特別小口保険に係る保証を除く
※一般保証は一般関係の普通保険、無担保保険に限る
※下線部については、新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前と後の売上高の
減少率を確認する趣旨のもの

保証限度額 4,000万円 6,000万円

対象資金 経営の安定に必要な事業資金 (1)ＳＮ4号、(2)ＳＮ5号は経営の安定に必要な事業資金
(3)一般保証は事業資金

信用保証料及
び保証料補助

【通常料率】
借入金額に対し0.85％
0.65％相当額を補助（0.2％相当額は事業者負担）

【経営者保証免除対応を適用する場合】
借入金額に対し1.05％
0.85％相当額を補助（0.2％相当額は事業者負担）

※条件変更保証料は補助対象外。

【通常料率】
(1)ＳＮ4号及び(2)ＳＮ5号
借入金額に対し0.85％
0.65％相当額を補助（0.2％相当額は事業者負担）
(3)一般保証は下表のとおり（いずれも借入金額に対する料率）

【経営者保証免除対応を適用する場合】
(1)ＳＮ4号及び(2)ＳＮ5号
借入金額に対し1.05％
0.85％相当額を補助（0.2％相当額は事業者負担）
(3)一般保証は下表のとおり（いずれも借入金額に対する料率）

※ (1)ＳＮ４号、(2)ＳＮ５号及び(3)一般保証いずれも条件変更保証料は補助
対象外。

添付書類
＜共通＞認定書
＜共通＞経営行動計画書
＜適用する場合＞経営者保証免除対応確認書

＜(1)ＳＮ４号及び(2)ＳＮ５号の①②＞認定書
＜(2)ＳＮ５号の②及び(3)一般保証の①②＞売上高減少要件確認書
＜共通＞経営行動計画書
＜適用する場合＞経営者保証免除対応確認書
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料率区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保証料率（％） 1.90 1.75 1.55 1.35 1.15 1.00 0.80 0.60 0.45

保証料補助（％） 0.75 0.75 0.70 0.65 0.55 0.50 0.40 0.30 0.25

事業者負担（％） 1.15 1.00 0.85 0.70 0.60 0.50 0.40 0.30 0.20

料率区分 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

保証料率（％） 2.10 1.95 1.75 1.55 1.35 1.20 1.00 0.80 0.65

保証料補助（％） 0.95 0.95 0.90 0.85 0.75 0.70 0.60 0.50 0.45

事業者負担（％） 1.15 1.00 0.85 0.70 0.60 0.50 0.40 0.30 0.20



3.売上高減少要件の詳細について
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項目 ＳＮ4号 ＳＮ5号 一般保証

申込人
資格要件

売上高等減少率
20％以上であること

次の①又は②のいずれかに該当すること
①売上高等減少率15％以上であること

②売上高等減少率15％未満のものにあっ
ては、最近１か月間※１に対応する前年
同月の売上高が令和２年１月29日時
点における直近の決算（以下「コロナ前
決算」という。）の月平均売上高等※２
と比較して15％以上減少していること

次の①又は②のいずれかに該当すること
①最近１か月間※1の売上高が前年同
月の売上高と比較して15％以上減少
していること

②最近１か月間※1の売上高が前年同
月の売上高と比較して５％以上減少、
かつ、前年同月の売上高がコロナ前決
算の月平均売上高等※２と比較して
15％以上減少していること

認定書
減少率 ▲20％以上 ①▲15％以上 ②▲15％未満 ー

業歴１年
１ヶ月未満

対象
（創業者等運用緩和様式の
認定書取得が必要）

対象
（創業者等運用
緩和様式の認定
書取得が必要）

対象外

①最近1か月間の売上高が最近1か月間
を含む最近3か月間の月平均売上高と
比較して15％以上減少していれば対象

②対象外

添付書類 認定書 認定書
・認定書
・売上高減少
要件確認書

売上高減少要件確認書

改正（新設）

改正（新設）

※１売上高減少要件確認書記入日時点から遡ること3か月間（記入日の属する月は含まない）のうちいずれかの月。
※２原則として、コロナ前決算の月平均売上高とするが、令和2年１月30日以降、最近１か月間に対応する前年同月以前の間において

感染症の影響を受けた場合は、例外的に影響を受けた月の前月の売上高としても差し支えない(詳細は6～8頁参照）。



新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前と後の売上高の比較により減少率を確認するため、影響を受ける前の売上高
をコロナ前決算の月平均売上高等、影響を受けた後の売上高を最近１か月間に対応する前年同月の売上高とする。

 コロナ前決算の月平均売上高等については、原則的な取扱いとして、令和2年1月29日時点から遡ること概ね1年間の平
成31年1月期から令和２年1月期（決算日が29日迄）迄に該当する最新の決算の月平均売上高とする。

なお、例外的な取扱いとして、令和２年１月30日以降、最近１か月間に対応する前年同月以前の間において新型コロ
ナウイルス感染症の影響を受けた場合には、影響を受けた月（影響を受けた月については事業者からのヒアリングで可）の
前月の売上高としても差し支えない。

影響を受けた月が最近１か月間に対応する前年同月の翌月以降となる場合は本例外は適用されない。
影響受けた月が令和２年１月及び令和２年２月の場合、影響を受けた月の前月がコロナ前決算の対象期間と重複する
ため、本例外は適用されずコロナ前決算の月平均売上高により確認を行うこととする。
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4-1．コロナ前決算の月平均売上高等について

原則

・平成31年1月期から令和２年1月期（決算日が２９日迄）迄に該当する最新の決算の月平均売上高

例外

・令和２年１月30日以降、最近１か月間に対応する前年同月以前の間で新型コロナウイルス感染症の影響を受けた月の前月の売上高
（但し、影響を受けた月が令和２年１月及び令和２年２月の場合は例外は適用されない）

Ｒ2/1期

1~29日
決算期 Ｈ31/1期 Ｈ31/2期 Ｈ31/3期 Ｈ31/4期 Ｒ1/5期 Ｒ1/6期 Ｒ1/7期 Ｒ1/8期 Ｒ1/9期 Ｒ1/10期 Ｒ1/11期 Ｒ1/12期

令和２年１月２９日時点（コロナ前）＝

「新型コロナウイルスに関する経営相談窓口設置日」
コロナ前決算の対象期間

Ｒ×/×-1 Ｒ×/× R▲-１／● R▲／●
影響の

前月売上高
コロナの
影響月

前年同月 最近１か月間

例外の適用不可 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた月の対象期間

Ｒ2/1

30,31日
年月 Ｒ2/2 Ｒ2/3
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4-２．コロナ前決算の月平均売上高等の具体例
原則として、コロナ前決算の月平均売上高を新型コロナウイルス感染症の影響を受ける前の売上高とする。
 例外として、令和2年1月30日以降、最近1か月に対応する前年同月以前の間において新型コロナウイルス感染症の影響
を受けた場合は、影響を受けた月の前月の売上高を影響を受ける前の売上高としても差し支えない。

【具体例】
・減少要件確認書記入日:令和4年4月、最近1か月間:令和4年3月、決算期:4月、コロナの影響を受けた月:令和2年9月 の場合
【最近1か月間と前年同月との比較】
・令和4年3月売上高と令和3年3月売上高との比較で売上高減少率が5％以上（SN5号の場合は認定書の売上高等減少率で15％未満）
【最近1か月間に対応する前年同月とコロナ前決算の月平均売上高等との比較】
〈原則〉令和3年3月売上高と平成31年4月期決算月平均売上高との比較で売上高減少率が15％以上
〈例外〉令和3年3月売上高と令和2年8月売上高との比較で売上高減少率が15％以上

最近１か月間 最近１か月間に対応する前年同月 (原則)コロナ前決算の月平均売上高 (例外)コロナの影響を受けた月の前月の売上高

コロナ前決算の対象期間 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた月の対象期間

Ｒ2/1期

1~29日

Ｒ2/1
30,31日

年月 Ｒ4/1 Ｒ4/2 Ｒ4/3 Ｒ4/4 Ｒ4/5 Ｒ4/6 Ｒ4/7 Ｒ4/8 Ｒ4/9 Ｒ4/10 Ｒ4/11 Ｒ4/12

①最近１か
月間売上高

確認書
記入日

年月 Ｒ3/1 Ｒ3/2 Ｒ3/3 Ｒ3/4 Ｒ3/5 Ｒ3/6 Ｒ3/7 Ｒ3/8 Ｒ3/9 Ｒ3/10 Ｒ3/11 Ｒ3/12

②前年同月
売上高

年月 Ｒ2/2 Ｒ2/3 Ｒ2/4 Ｒ2/5 Ｒ2/6 Ｒ2/7 Ｒ2/8 Ｒ2/9 Ｒ2/10 Ｒ2/11 Ｒ2/12

③b影響の前
月売上高

コロナの
影響月

決算期 Ｈ31/1期 Ｈ31/2期 Ｈ31/3期 Ｈ31/4期 Ｒ1/5期 Ｒ1/6期 Ｒ1/7期 Ｒ1/8期 Ｒ1/9期 Ｒ1/10期 Ｒ1/11期 Ｒ1/12期

③コロナ前決算
月平均売上

確認書記入日から遡ること

３か月間のうちいずれかの月

例外

原則



新型コロナウイルス感染症の影響を受けた月が令和2年1月及び令和2年2月の場合、影響を受けた月の前月がコロナ前
決算の対象期間と重複するため、例外は適用されずコロナ前決算の月平均売上高が影響を受ける前の売上高となる。
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4-３．コロナ前決算の月平均売上高等の具体例（原則と例外の対象期間が重複する場合）

【具体例】
・減少要件確認書記入日:令和4年6月、最近1か月間:令和4年3月、決算期:8月、コロナの影響を受けた月:令和2年2月 場合
【最近１か月間と前年同月との比較】
・令和4年3月売上高と令和3年3月売上高との比較で売上高減少率が5％以上（SN5号の場合は認定書の売上高等減少率で15％未満）

【最近１か月間に対応する前年同月とコロナ前決算の月平均売上高等との比較】
〈原則〉令和3年3月売上高と令和元年8月期決算月平均売上高との比較で売上高減少率が15％以上
※影響を受けた月の前月である令和2年1月はコロナ前決算の対象期間である令和2年1月（1～29日迄）と対象期間が重複することから
例外は適用されない。

最近１か月間 最近１か月間に対応する前年同月 (原則)コロナ前決算の月平均売上高 (例外:適用不可)コロナの影響を受けた月の前月の売上高

コロナ前決算の対象期間 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた月の対象期間

Ｒ2/1期
1~29日

Ｒ2/1
30,31日

年月 Ｒ4/1 Ｒ4/2 Ｒ4/3 Ｒ4/4 Ｒ4/5 Ｒ4/6 Ｒ4/7 Ｒ4/8 Ｒ4/9 Ｒ4/10 Ｒ4/11 Ｒ4/12

①最近１か
月間売上高

確認書
記入日

年月 Ｒ3/1 Ｒ3/2 Ｒ3/3 Ｒ3/4 Ｒ3/5 Ｒ3/6 Ｒ3/7 Ｒ3/8 Ｒ3/9 Ｒ3/10 Ｒ3/11 Ｒ3/12

②前年同月
売上高

年月 Ｒ2/2 Ｒ2/3 Ｒ2/4 Ｒ2/5 Ｒ2/6 Ｒ2/7 Ｒ2/8 Ｒ2/9 Ｒ2/10 Ｒ2/11 Ｒ2/12

影響の前月
売上高

コロナの
影響月

決算期 Ｈ31/1期 Ｈ31/2期 Ｈ31/3期 Ｈ31/4期 Ｒ1/5期 Ｒ1/6期 Ｒ1/7期 Ｒ1/8期 Ｒ1/9期 Ｒ1/10期 Ｒ1/11期 Ｒ1/12期

③コロナ前決算
月平均売上

影響の前月
売上高

確認書記入日から遡ること

３か月間のうちいずれかの月

例外原則



SN5号認定書売上高等減少率15％未満の場合、又は一般保証の場合における売上高減少要件確
認のための様式として「売上高減少要件確認書」（以下「減少要件確認書」という。）を制定する。

SN5号と一般保証で売上高減少要件が異なることから、減少要件確認書は「SN5号売上高等減少率
▲15％未満用」と「一般保証用」の2様式とする。

減少要件確認書で確認する売上高減少要件、及び減少要件確認書作成にあたり金融機関が確認する
売上高等の根拠資料は以下のとおり。

なお、保証協会は原則として売上高等の根拠資料を徴求する必要はなく、減少要件確認書に記入され
た数値等で売上高減少要件を確認することとする。

項目 ＳＮ５号（売上高等減少率15％未満） 一般保証

売上高
減少要件

認定書の売上高等減少率(a)15％未満、かつ、最近1
か月間に対応する前年同月の売上高(c)がコロナ
前決算の月平均売上高等(d)と比較して15％以上減
少

次の①又は②のいずれかに該当すること
①最近1か月間の売上高(b)が前年同月比15％以上
減少
②最近１か月間の売上高(b)が前年同月比5％以上
減少、かつ、前年同月の売上高(c)がコロナ前決算の
月平均売上高等(d)と比較して15％以上減少

9

5.「売上高減少要件確認書」の制定

(a)認定における
売上高等減少率

(b)最近1か月間
の売上高

(c)最近1か月間に
対応する前年同月の

売上高

(d)コロナ前決算の
月平均売上高等※2

ＳＮ５号
（売上高等減少率15％未満）

認定書 － 試算表、
売上台帳等※1

決算書

一般保証 － 試算表、
売上台帳等

試算表、
売上台帳等 決算書

※1 ＳＮ5号の最近1か月間に対応する前年同月の売上高については、認定書ではなく、試算表、売上台帳等での確認が必要。
※2 ５頁※2の例外を適用する場合は、決算書ではなく、試算表、売上台帳等での確認が必要。



6-1．売上高減少要件確認書（ＳＮ5号売上高等減少率▲15％未満用）

売上高減少要件
次の（1）及び（2）のいずれも該当していること
（1）認定における売上高等減少率が15％未満である。
（2）最近1か月間に対応する前年同月の売上高がコロナ前決算の月平均売上高等と比較して15％以上減少して

いること。

10

認定書に記載の売上高等減少率が15％未満であることを確認
しチェックを入れる。

押印不要

15％以上となっているかを確認する。

押印不要



6-2．売上高減少要件確認書（一般保証用）
売上高減少要件
次の（1）又は（2）のいずれかに該当していること
（1）最近１か月間の売上高が前年同月と比較して15％以上減少していること。
（2）最近１か月間の売上高が前年同月と比較して5％以上減少し、かつ前年同月の売上高がコロナ前決算の月平均

売上高等と比較して15％以上減少していること。

11

15％以上となっているかを確認す
る。

最近1か月間の売上高の減少率
が5％以上かつ前年同月の売上
高の減少率が15％以上となって
いるかを確認する。

押印不要

押印不要

（1）又は（2）のいずれかに
チェックを入れる

業歴のいずれかにチェックを入れる。
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7-1．売上高減少要件確認書の計算例（ＳＮ5号売上高等減少率▲15％未満用）
認定における売上高等減少率が15％未満、かつ最近1か月間に対応する前年同月の売上高がコロナ前決算の月平均

売上高等と比較して15％以上減少していること。

最近１か月間※1 Ｒ3/11 Ｒ3/12 Ｒ4/1

最近１か月間の売上高※2 － － －

最近１か月間に対応する
前年同月 R2/11 R2/12 R3/1

最近１か月間に対応する
前年同月の売上高① 11,000千円 9,000千円 10,500千円

コロナ前決算の
月平均売上高等② 12,000千円 12,000千円 12,000千円

売上高減少率15％以上
（②-①）/②）×100 8.3％ 25.0％ 12.5％

要件充足の判定 × 〇 ×

・減少要件確認書記入日:令和4年2月

※1 減少要件確認書記入日時点から遡ること3か月間（記入日の属する月は含まない）のうちいずれかの月。
本計算例の場合、Ｒ3/11～Ｒ4/1のうちいずれかの月となる。

※2 認定書の売上高等減少率で15％未満の確認を行うため「最近１か月間の売上高」は用いない。
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7-2．売上高減少要件確認書の計算例（一般保証用）①
（１）最近1か月間の売上高が前年同月と比較して15％以上減少していること

【業歴1年1ヶ月以上】

最近１か月間※ Ｒ3/11 Ｒ3/12 Ｒ4/1

最近１か月間の
売上高① 7,000千円 6,000千円 5,000千円

前年同月 R2/11 R2/12 R3/1

前年同月の売上高② 7,500千円 8,000千円 5,600千円

売上高減少率15％以上
（②-①）/②）×100 6.6％ 25.0％ 10.7％

要件充足の判定 × 〇 ×

・減少要件確認書記入日:令和4年2月

※ 減少要件確認書記入日時点から遡ること3か月間（記入日の属する月は含まない）のうちいずれかの月。
本計算例の場合、Ｒ3/11～Ｒ4/1のうちいずれかの月となる。
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7-3．売上高減少要件確認書の計算例（一般保証用）②
（１）最近1か月間の売上高が前年同月と比較して15％以上減少していること

【業歴3ヶ月以上1年1ヶ月未満（最近１か月間の売上高が最近１か月間を含む最近３か月間の月平均売上高と比較して15％以上減少していること）】

・減少要件確認書記入日:令和4年2月

最近１か月間※1 Ｒ3/11 Ｒ3/12 Ｒ4/1

最近１か月間の
売上高① 7,000千円 6,000千円 5,500千円

最近１か月間を含む
最近３か月間※2 R3/9～R3/11 R3/10～R3/12 R3/11～Ｒ4/1

最近１か月間を含む
最近３か月間の売上高

R3/9 5,000千円
R3/10 10,000千円
R3/11 7,000千円
売上高合計22,000千円

R3/10 10,000千円
R3/11 7,000千円
R3/12 6,000千円
売上高合計23,000千円

R3/11 7,000千円
R3/12 6,000千円
R4/1 5,500千円

売上高合計18,500千円

最近１か月間を含む
最近３か月間の
月平均売上高②

7,333千円 7,666千円 6,166千円

売上高減少率15％以上
（②-①）/②）×100 4.5％ 21.7％ 10.8％

要件充足の判定 × 〇 ×

※1 減少要件確認書記入日時点から遡ること3か月間（記入日の属する月は含まない）のうちいずれかの月。
本計算例の場合、Ｒ3/11～Ｒ4/1のうちいずれかの月となる。

※2 最近１か月間を起点として遡ること最近３か月間（最近１か月を含む）。
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7-4．売上高減少要件確認書の計算例（一般保証用）③
（２）最近１か月間の売上高が前年同月と比較して5％以上減少し、かつ前年同月の売上高がコロナ前決算の

月平均売上高等と比較して15％以上減少していること。

最近１か月間※ Ｒ3/11 Ｒ3/12 Ｒ4/1

最近１か月間の
売上高① 15,000千円 11,000千円 10,000千円

前年同月 R2/11 R2/12 R3/1

前年同月の売上高② 16,000千円 12,000千円 10,200千円

売上高減少率５％以上
（②-①）/②）×100 6.2％〇 8.3％〇 1.9％×

コロナ前決算の
月平均売上高等③ 18,000千円 18,000千円 18,000千円

売上高減少率15％以上
（③-②）/③）×100 11.1％× 33.3％〇 43.3％〇

要件充足の判定 × 〇 ×

・減少要件確認書記入日:令和4年2月

※ 減少要件確認書記入日時点から遡ること3か月間（記入日の属する月は含まない）のうちいずれかの月。
本計算例の場合、Ｒ3/11～Ｒ4/1のうちいずれかの月となる。



参考資料
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対象要件

SN４号

SN５号①

SN５号②

一般保証①

一般保証②

認定基準における
売上高等減少率
が20％以上

YES SN4号
取得

認定基準における
売上高等減少率
が15％以上※1

SN5号
指定業種

SN5号
取得

YES

NO

NO

※1 SN5号の減少率が15％未満の場合、本フローチャート上では認定基準における売上高減少率５％以上の条件は満たしているものと見なす。
※2 該当しない場合は本制度利用対象外
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【参考】売上高減少要件確認フロー

最近１か月間に対応する
前年同月の売上高がコロ
ナ前決算の月平均売上
高等と比較して売上高減
少率が15％以上※2

YES

SN5号
取得

最近１か月間の売上高
が前年同月の売上高と
比較して売上高減少率
が15％以上

YES

NO
最近１か月間の売上高
が前年同月の売上高と
比較して売上高減少率
が5％以上※２

YES

NO

YES

前年同月の売上高がコロ
ナ前決算の月平均売上
高等と比較して売上高減
少率が15％以上※２

YES



添付書類 SN4号 SN5号① SN5号② 一般保証① 一般保証②

所定の
申込書類 ○ ○ ○ ○ ○

認定書 ○ ○ ○ － －

売上高減少
要件確認書 － － ○ ○ ○

経営者保証
免除対応
確認書※

○ ○ ○ ○ ○
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【参考】添付書類

※経営者保証免除対応を適用する場合


